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普通学校に通う聴覚障害児童の学力決定要因について
坂本 徳仁（一橋大学大学院経済学研究科 特任講師）
森 悠子（一橋大学大学院経済学研究科博士後期課程 COEフェロー）
1. はじめに
2005年に日弁連が提出した「手話教育の充実を求める意見書」に見られるように、聴覚障害教育の中に積極的に手話（ここでは、自然言語としての手話、対応手話の両方を含む）を取り入れようとする動きがある。従来の聴覚障害児における教育法では、聴覚口話法（児童の残存聴力を活用し、音声言語と書記言語の獲得を重視して教育する方法）が主流であったが、①音声言語を体得できる者が極端に少ない上、体得できたとしても聴者と意思疎通ができない、②聴覚障害をもつ児童の学力は聾学校高等部卒業時点で小学生中～高学年程度しかない、という二つの問題から国内外において手話を用いた教育法が提唱され実践されてきた。しかしながら、国内外の研究において、手話を主体とした教育法の基礎学力ないし言語力向上効果をデータを用いて確認しようとした研究は少なく、現在の日本における聴覚障害児全体の学力の実態すらも明らかではない。手話を主体とした教育方法を除く各教育法については、国内外において、その学力向上効果を単純な比較分析で確認しようとする研究が多数報告されているが、①小サンプルかつ１時点の分析が多く、体系的な知見を獲得できるような研究ではないこと、②学力に関わる様々な要因（家庭・教育環境など）を無視していること、という二つのバイアスが存在し、教育手法の学力向上効果を確定できる水準にはない（Cf: Luckner, et al. 2006）。したがって、本研究では、これらの問題を明示的に扱うために、全国難聴児を持つ親の会の協力のもとで得られたマイクロ・データを使用して、①普通学校に通う聴覚障害児の学力決定要因、②基礎学力向上の効果が認められる教育法、の二点を明らかにすることを目的とする。
2. 分析方法（分析方法と結果の詳細については本稿の付録を参照せよ。）
全国難聴児を持つ親の会に加盟する各団体の協力のもとで、質問紙調査を実施し、得られたデータを用いて分析を行なった。質問紙調査の対象となる会員の条件は、小学校5年生以上高校3年生以下の児童をもつ保護者で、該当者389名に対して質問紙を送付し、そのうち156名の質問紙を回収できた（回収率40.1％）。また、今回の質問紙調査に協力を表明した全国難聴児を持つ親の会に加盟する団体は25団体であった。対象者に送付した質問紙の内容は、①児童の身体的状態（年齢、聴力、補聴器・人工内耳の使用時期など）、②児童の教育状況（通学時間、学級規模、就学前の教育状況、就学後の教育歴、教育上の使用言語、統合教育における配慮、学外での学習時間、塾・通信教育の有無など）、③児童の家庭環境（漫画・テレビ・パソコン・携帯の使用状況、起床・就寝時間、家庭内での言語使用状況、親の学歴や所得など）、④児童の成績（学校の成績表の結果および全国学力テストの成績）で構成されている。回収した質問紙からマイクロ・データを構築し、統計的な処理を施して、（１）児童の成績に影響する要因は何であるのか、（２）児童の学力を上げるためには、どんな状態の児童に対してどんな教育法が有効であるのか、といった問題を分析した。
3. 結果
統計分析（順序ロジスティック回帰分析）の結果、以下の三つの事柄が明らかになった。
（１）普通学級における授業の配慮（ノートテイクや手話通訳を付けること）は児童の成績に良い影響をもたらす。ただし、配慮そのものに児童の成績向上効果があるのか、児童に配慮を行なうような学校側の熱意や聴覚障害への理解が児童の成績に良い効果をもつのか、今回の分析に使用したデータからは各々の効果を分離して分析することはできない。
（２）学校外での学習時間が多くなるほど児童の成績は良くなる傾向にある。とりわけ、高校生のサンプルを加えた分析において有意性が高くなり、学習時間が高年齢の児童の学力と強く相関しているものと予想される。
（３）聾学校幼稚部時代に手話を使用していた児童の成績よりも、そうでない児童の成績の方が良い傾向にある。ただし、口話ベースの教育のおかげで児童の成績が伸びたのか、手話を使用する幼稚部の教育方法が未熟であったために児童の成績が伸びなかったのか、現時点で判断することはできない。
この他、限定的な結果ではあるが、①児童の残存聴力、②学習向け教材の購入数、③父親の学歴といった要因が児童の成績に正の効果をもち、①難聴学級・通級指導教室の利用、②片親家庭といった要因は児童の成績に負の効果をもつことが示唆された。
4. インプリケーション
最初に、「普通学級における授業の配慮」の成績向上効果が確認されたことは政策上極めて重要な意味をもっている。ノートテイク支援等の学習支援は、政策的に関与することが容易なものであり、今後補完・代替的な研究によって定量的な効果を精緻に計測した上で授業支援を速やかに整備していく必要があろう。
次に、「学外での学習時間」における正の効果と「難聴学級・通級指導教室ダミー」における負の効果を併せて考えると、児童は純粋に独習によって普通学級の授業についていける可能性がある。もちろん、「授業がわからないから難聴学級や通級指導教室を利用する、普通学級をやめて聾学校に移る」という因果関係はありうるが、本研究の使用データでは、難聴学級・通級指導教室の利用者は小学校一年生から利用している状況で、途中から難聴学級を利用したり、聾学校に移籍する者はほとんどいなかった。
最後に、ろう学校幼稚部における手話の使用が児童の成績に負の影響をもったことについては、従来の聴覚口話教育やバイバイ教育における学力向上効果と教員の質の関係を精緻に検証する必要があることを示している。これまでに「デフファミリー」や「自然言語としての手話の技量」の成績向上効果が相当程度確認されている以上、今後は「教員の質の保証」や「学校環境の整備」の問題を含めて「手話使用の成績向上効果」を正確に測定し、政策的な議論に結び付ける必要がある。
5. 残された課題と方法論上の議論（本計量分析における課題は省略）
教育の効果を巡るありとあらゆる実証的な研究は「実験」ができないため、正確な結果を知るためには、信頼のできる手法を用いた補完的な研究や代替的な研究によって、何度も結果が再現されたものを信頼するしか方法がない。また、影響を与える要因は互いに様々な形で因果関係をもつことが多く、そのことにより推計結果にバイアスが生じることも珍しくないため、結果の解釈には慎重を期すべきである。非常に残念なことではあるが、海外の研究を含めて、聴覚障害教育の効果に関する定量的分析は、質も量も十分な水準にはない。しかし、そのこと以上に深刻な問題は、科学的なデータの裏付けを得ようとしない多くの関係者の態度にあるように思われる。口話法はデータ分析による科学的裏付けの全くないままに手話を駆逐してきたという歴史がある。しかし、現代においても、様々な教育方法の擁護論は精緻かつ十分なデータ分析の裏付けがないままに主張されていることが多いように感じられる。現在の聞えない児童たち、また、これから生まれてくる聞えない児童たちのためにも、このような風潮は改善されなければならない。
最後に、本研究は「教育の成果」として「児童の成績」のみに注目した分析を行なった。しかし、「教育の成果」を評価する基準は「多元的であるべき」ことに十分すぎるくらいに配慮がなされなければならない。たとえば、①他者と良好な関係をもつこと、②自尊心を持てること、③自分で考え、自分で選ぶこと、といった能力は良い生を送る上で必要不可欠な要素であり、教育がこのような能力を涵養できないのであれば、その教育方法は失敗に終わったと言わざるを得ないだろう。児童の成績や読み書き能力を気にするあまりに、これらの重要な要素の評価を見落とすことがあってはならないし、自然言語としての手話の獲得が児童の心理面に肯定的な効果をもたらすことは決して忘れるべきことではない。
付録：
本節では、本研究において用いたデータおよび分析方法について解説する。最初に、各データの記述統計、データの加工法を説明し、続いて分析結果とその解説を行なう。
A. 1. 記述統計
本研究において用いた主要な変数の記述統計は以下の通りである。
	変数
	観測数
	平均
	標準偏差
	最小値
	最大値

	児童の成績
	92
	2.15
	0.68
	1
	3

	月齢
	92
	163.68
	24.97
	122
	216

	幼稚部手話ダミー
	92
	0.25
	0.44
	0
	1

	聾学校幼稚部ダミー
	92
	0.55
	0.50
	0
	1

	口話使用割合
	92
	0.76
	0.27
	0
	1

	失聴判明月齢
	92
	26.23
	21.79
	0
	108

	補聴機器タイムラグ
	92
	3.37
	6.25
	0
	36

	学外学習時間
	92
	10.19
	5.96
	5
	30

	普通学級配慮ダミー
	92
	0.35
	0.48
	0
	1

	難聴学級ダミー
	92
	0.41
	0.50
	0
	1

	通級指導教室ダミー
	92
	0.39
	0.49
	0
	1

	母親の学歴
	92
	13.74
	1.52
	12
	18

	父親の学歴
	92
	14.53
	2.00
	9
	18

	児童の聴力
	92
	92.57
	18.45
	45
	130

	通塾ダミー
	90
	0.86
	0.35
	0
	1

	読書時間
	92
	4.48
	4.25
	2.5
	25

	漫画・TV時間
	91
	13.10
	8.37
	2.5
	35

	本棚数
	91
	2.35
	1.54
	0
	7

	教材購入数
	89
	38.60
	14.87
	15
	55

	片親ダミー
	92
	0.03
	0.18
	0
	1

	デフファミリー
	92
	0.21
	0.55
	0
	2

	人工内耳ダミー
	92
	0.18
	0.39
	0
	1

	補聴機器使用期間割合
	92
	0.97
	0.04
	0.795
	1


A. 2. データ
本調査では、普通学級（難聴学級も含む）に通う児童のデータをもとに順序ロジット・モデルで回帰している。被説明変数は児童の成績で、主要な説明変数は、①児童の身体的状態、②児童の教育状況、③児童の家庭環境に関わる。データの加工については以下のように行なう。
（１）児童の成績
本研究では児童の成績を四つのパターンに分けて、四つのパターン各々について分析を行なう。
第一の成績の分類は、全ての教科について5段階評価で4以上の児童（3段階評価では基本的に全教科で3、もしくは一つの教科のみ2で残りは3の児童、10段階評価では全ての教科で7以上の児童）を3点、一つでも2以下の成績をもつ児童（3段階評価では一つでも1をもつ、10段階評価では一つでも4をもつ児童）を1点、その他の児童を2点とする。
第二の成績の分類は、児童の成績の算術平均をとり、5段階評価で平均が3.5以上の児童を3点、平均が2より大きく3.5未満の児童を2点、平均が2以下の児童を1点と分類する。3段階評価では平均2.5以上が3点、平均1.5以上2.5未満が2点、平均1.5未満が1点、10段階評価では平均7以上が3点、4.5以上7未満が2点、4.5未満が1点となる。
第三の成績の分類は、児童の成績で最も悪い値を基準にしたもので、最小値が5段階評価で4以上（3段階評価で3、10段階評価で7以上）の児童を3点、最小値が5段階評価で3（3段階評価で2、10段階評価で5～6）の児童を2点、最小値が5段階評価で2以下（3段階評価で1、10段階評価で4以下）の児童を1点とする。
第四の成績の分類は、児童の国語の成績のみを評価したもので、国語の成績が5段階評価で4以上の児童（3段階評価では3、10段階評価では7以上の児童）が3点、5段階評価で3の児童（3段階評価では2、10段階評価では5～6の児童）が2点、5段階評価で2以下の児童（3段階評価で1、10段階評価で4以下の児童）が1点となる。
なお、児童の成績が項目別評価であった場合には、各教科の成績について項目別採点の算術平均を当該教科の成績として採用する。
さて、本調査における児童の成績は小・中・高校の成績評価を基にしており、厳密に比較可能なものではないことに留意しなければならない。ただし、小学校～中学校にかけての成績は学校間でそれほどのばらつきはないものと考えられるため、結果に大きな誤りはないものと考えられる。また、成績についても授業についていけるか、ついていけないかという形での評価（たとえば、成績評価が5段階評価で4以上の児童を授業についていけている群、5段階評価委で2以下の児童は授業についていけない群という評価）をしているために、大きな誤差は生まれにくいものと考えられる。実際、全国学力調査・学習状況調査の結果を記入している児童においてはテスト結果と授業成績の評価がほとんど一致している水準にある。
（２）児童の身体的状態に関わるデータ
児童の身体状況に関するデータとして、①児童の月齢、②失聴判明月齢、③補聴機器装用までのタイムラグ、④児童の聴力、⑤補聴機器使用期間割合、⑥人工内耳ダミーの6種類を用いる。このうち、③の補聴機器装用までのタイムラグは「補聴器ないし人工内耳を使用し始めた月齢－失聴判明月齢」として定義され、児童が失聴してから補聴機器が装用されるまでの期間を表す。⑤の補聴機器試用期間割合は「（補聴器ないし人工内耳装用期間）／（月齢－失聴判明月齢）」で定義され、児童の聴力が失われてからどの程度の期間補聴器ないし人工内耳を装用しているのか示す比率となる。⑥の人工内耳ダミーは、人工内耳を装用している場合に1を、それ以外の場合に0の値を取るダミー変数である。
（３）児童の教育状況に関わるデータ
児童の教育状況に関するデータは、①幼稚部手話ダミー、②聾学校幼稚部ダミー、③普通学級配慮ダミー、④難聴学級ダミー、⑤通級指導教室ダミーの5種類で構成される。幼稚部手話ダミーは、手話を使用していた聾学校幼稚部に在籍していた場合に1を、それ以外の場合に0を割り当てるダミー変数である。また、聾学校幼稚部ダミーは聾学校幼稚部に在籍していた場合に1を、それ以外の場合に0を割り当てるダミー変数、普通学級配慮ダミーは普通学級の授業で何らかの配慮（要約筆記ないし手話通訳の配置）を受けていた場合に1を、それ以外の場合に0の値を取るダミー変数である。難聴学級ダミーおよび通級指導教室ダミーは児童の教育歴において難聴学級や通級指導教室に通っていた年数が他の教育方法の年数よりも多い場合に1を、それ以外の場合に0を取るダミー変数である。
（４）児童の家庭環境に関わるデータ
児童の家庭環境に関するデータは、①口話使用割合、②学外学習時間、③母親の学歴、④父親の学歴、⑤通塾ダミー、⑥読書時間、⑦漫画・TV時間、⑧本棚数、⑨教材購入数、⑩片親ダミー、⑪デフファミリーの11種類が使用されている。口話使用割合には家庭内での口話使用割合を用いる。質問紙の回答において、口話や日本手話、キュードスピーチの使用状況の合計が100%を超えているような場合、「記入された口話の使用頻度／記入された家庭内でのコミュニケーション手段の使用頻度の合計分」という形で再計算したものをデータとして使用する。②の学外学習時間には選択記述式の回答における中位値を割り当てている。母親および父親の学歴については教育年数を使用する。すなわち、中卒は9年、高卒は12年、大卒は16年、大学院卒は18年というように受けてきた教育年数を指標として用いる。⑤の通塾ダミーは児童が塾もしくは通信教育を受けていた場合に1を、それ以外の場合には0を割り当てるダミー変数である。⑥⑦⑨の読書時間、漫画・TV時間、教材購入数は、各々質問紙回答欄における中位値を使用する。⑧の本棚数は家庭にある本棚の数を使用する。⑩の片親ダミーは片親世帯の場合には1を、それ以外の場合には0を割り当てるダミー変数である。⑪のデフファミリーは同一世帯内における聴覚障害をもつ家族の人数を表す。
A. 3. 分析結果
前述のようにデータを加工した上で、4つの児童の成績分類法の各々について回帰を行なう。全ての結果を載せるのは困難であるため、以下では成績分類の第一の方法で行なった回帰の結果を掲載する。
	
	(1)
	(2)
	(3)
	(4)
	(5)

	月齢
	0
	-0.002
	-0.001
	-0.001
	0.003

	
	(-0.009)
	(-0.009)
	(-0.01)
	(-0.009)
	(-0.01)

	幼稚部手話ダミー
	-1.672*
	-1.719*
	-1.704*
	-1.756*
	-1.640*

	
	(-0.675)
	(-0.737)
	(-0.708)
	(-0.685)
	(-0.676)

	聾学校幼稚部ダミー
	0.257
	0.519
	0.222
	0.251
	0.242

	
	(-0.555)
	(-0.598)
	(-0.586)
	(-0.557)
	(-0.556)

	口話使用割合
	-0.012
	0.022
	-0.038
	0.24
	0.01

	
	(-0.951)
	(-0.975)
	(-0.999)
	(-0.986)
	(-0.97)

	失聴判明月齢
	-0.023+
	-0.024+
	-0.023+
	-0.025+
	-0.032+

	
	(-0.013)
	(-0.014)
	(-0.014)
	(-0.013)
	(-0.016)

	補聴機器タイムラグ
	0.003
	-0.005
	0
	-0.009
	-0.099

	
	(-0.041)
	(-0.043)
	(-0.041)
	(-0.043)
	(-0.134)

	学外学習時間
	0.154**
	0.137*
	0.143**
	0.157**
	0.155**

	
	(-0.055)
	(-0.056)
	(-0.054)
	(-0.056)
	(-0.057)

	普通学級配慮ダミー
	1.181*
	1.101+
	1.110+
	1.250*
	1.138*

	
	(-0.562)
	(-0.581)
	(-0.573)
	(-0.577)
	(-0.563)

	難聴学級ダミー
	-0.234
	-0.226
	-0.145
	-0.147
	-0.171

	
	(-0.649)
	(-0.671)
	(-0.675)
	(-0.654)
	(-0.653)

	通級指導教室ダミー
	-0.047
	-0.127
	-0.006
	-0.016
	-0.046

	
	(-0.614)
	(-0.636)
	(-0.616)
	(-0.616)
	(-0.616)

	母親の学歴
	0.116
	0.148
	0.11
	0.132
	0.151

	
	(-0.178)
	(-0.184)
	(-0.181)
	(-0.178)
	(-0.182)

	父親の学歴
	0.088
	0.051
	0.094
	0.1
	0.084

	
	(-0.129)
	(-0.135)
	(-0.135)
	(-0.129)
	(-0.131)

	児童の聴力
	-0.028+
	-0.024
	-0.025
	-0.032*
	-0.026

	
	(-0.015)
	(-0.016)
	(-0.015)
	(-0.016)
	(-0.018)

	通塾ダミー
	
	0.675
	
	
	

	
	
	(-0.75)
	
	
	

	読書時間
	
	0.039
	
	
	

	
	
	(-0.057)
	
	
	

	漫画・TV時間
	
	-0.027
	
	
	

	
	
	(-0.028)
	
	
	

	本棚数
	
	
	-0.029
	
	

	
	
	
	(-0.176)
	
	

	教材購入数
	
	
	0.011
	
	

	
	
	
	(-0.016)
	
	

	片親ダミー
	
	
	
	-1.435
	

	
	
	
	
	(-1.461)
	

	デフファミリー
	
	
	
	0.358
	

	
	
	
	
	(-0.478)
	

	人工内耳ダミー
	
	
	
	
	-0.377

	
	
	
	
	
	(-0.694)

	補聴機器使用期間割合
	
	
	
	
	-14.993

	
	
	
	
	
	(-18.664)

	Observations
	92
	89
	88
	92
	92


注）＋は10%水準で有意、*は5%水準で有意、**は1%水準で有意であることを各々表す。表の各数値は係数の値、括弧内の数値は標準誤差を各々表している。
A. 4. 解説
上の表は高校生も含めた回帰の結果となっているが、高校生を除いた場合であっても主要な係数の符号性に大きな変化は見られなかった。また、高校生を除いた場合の回帰ではサンプル数が少なくなる分、有意性に影響が出る場合があるが、全体的な結果で大きな変更を迫られるものはなかった。この他、様々な回帰によって、有意性については限定的であるものの、①児童の残存聴力、②学習向け教材の購入数、③父親の学歴といった要因が児童の成績に正の効果をもち、①難聴学級・通級指導教室の利用、②片親家庭といった要因は児童の成績に負の効果をもつことが得られている。
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